
eラーニング
社内およびサプライチェーン向け「ビジネスと人権」eラーニング

CRT日本委員会では、自社およびサプライチェーン上における「ビジネスと人権」の取組みを進め
たいとお考えの企業や組織に対して、複数の言語（英語・中国語・日本語ほか多言語に対応可能）
でのeラーニングコンテンツを提供しています。「ビジネスと人権」に関する世界の潮流や背景を
含む基本的知識を学べる基本編（当会監修の既存コンテンツ）、自社の人権に対する取組み姿勢や
内容等を紹介できるカスタマイズ編（各企業のニーズをお伺いしながら完全カスタマイズにて制作
します）の2種類があります。また「紛争鉱物」や「人身取引」といった個別の人権課題やリスク
について説明するコンテンツ制作のご希望にも対応可能です。＊動画制作は、内容をわかりやすく
動画で表現することに長け、当会が長年にわたり協働しているLRQA Companyが担当いたします。

主なコース内容 ESGの“S” （社会・人権）の強化に向けて

✓ 社内およびグループ企業内の“人権”研修として
✓ 新入社員あるいは管理職研修の一環として
✓ 工場等の現場での集合研修の一環として
✓ サプライヤーへの方針浸透や教育研修として
✓ 継続的な取り組みPDCA推進のために活用

✓ 国際的に認められた「人権」や、「ビジネス
と人権に関する指導原則」の概要およびそれ
らを取り巻く世界情勢の変化、企業に求めら
れること等に関する理解を促進する基本編

✓ 自社の“ビジネスと人権”への取組みの紹介等
を完全カスタマイズ制作するカスタマイズ編

近年ますます注目が高まりつつある、企業の「ビジネスと人権」の取組みを推進していく上で、
従業員やサプライヤー企業の理解醸成・浸透は不可欠です。国連「ビジネスと人権に関する指導
原則」に基づく、企業に求められる取り組み概要について理解が促進されることにより、人権
デューデリジェンスをスムーズに進めることのできる環境が整いやすくなります。カスタマイズ編
では自社の人権への取り組み姿勢や内容等を紹介し広く知らしめることができます。また動画視聴
率や人数等を把握しやすいため、人権教育の取り組み状況をレポート等に掲載することができます。

https://crt-japan.jp/human-rights/training/

CRT日本委員会 x LRQAのeラーニングの特徴
国際的に認められた人権に基づく国際基準、および背景や潮流をふまえたコンテンツ（基本編）
御社にカスタマイズして制作、自社の従業員に訴求しやすい独自のコンテンツ（カスタマイズ編）
「ビジネスと人権」の観点からプルーフリードを実施し制作過程において助言
完成品(MP4動画) の納品後は、御社のご計画に沿って自由に視聴展開 / 繰り返し視聴が可能

https://crt-japan.jp/human-rights/training/


経済人コー円卓会議日本委員会について

経済人コー円卓会議日本委員会（CRT日本委員会）は、ビジネスを通じて社会をより自由かつ公正
で透明なものにすることを目的として活動する非営利活動法人である。経済人コー円卓会議
（CRT）は1986年にスイスで創設され、1994年に策定した「CRT・企業の行動指針」を基に、
互いに協力しながら「企業の社会的責任」の浸透・普及に向けた取り組みを行っている。CRT日本
委員会では2012年より「ビジネスと人権」に関する取組みを開始。主に日本企業に対して、人権
方針の策定、人権デューディリジェンスおよびインパクトアセスメントの実施、人権に関する
ステークホルダーダイアログやトレーニングの実施、人権に関する報告書の作成等を支援している。

https://crt-japan.jp/human-rights/training/

eラーニングコンテンツイメージ

お問い合わせはこちらから

お問い合わせ・お申込みは下記URL上「お問い合わせフォーム」からお願いいたします。

https://crt-japan.jp/contact/

「お問い合わせ項目」から「eLearningコンテンツ制作について」を
お選びいただき、「お問い合わせ内容」にご要望の内容をご入力ください。

社員とのコミュニケーション

2019年度も引き続き、新入社員ならびに新任管理職研修において、
人権に係る対面での啓発教育を実施しています。さらに、人権に対す
る理解をより深めるべく、グループ全社員を対象としたe-learningも
2015年以降、毎年実施しています。2019年度には、1月からの3ヶ月
間、グループ全社員40,000人以上を対象に「誰一人として取り残さ
ない！」と題したe-learningを実施しました。2019年度の受講率は
92.4%となっています。

ご活用事例＊ANAホールディングス株式会社様
「人権報告書２０２０」より記載内容を抜粋

mailto:INFO@ELEVATELIMITED.COM
http://crt-japan.jp/human-rights/training/
http://crt-japan.jp/contact/
http://www.elevatelimited.com/

	スライド 1
	スライド 2

